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Ⅰ 公募について 

１ はじめに 

  臨海副都心は、開発に着手してから約３０年が経過し、現在、多くの民間事業者等が進出

し、また、国内外から多くの来訪者でにぎわうまちに発展しています。

 また、平成３２年には、東京２０２０オリンピック・パラリンピック競技大会（以下「東

京２０２０大会」という。）が開催され、臨海副都心においては、複数の競技会場や大会に

関連する施設の設置が予定されています。さらに、大会後は、そのレガシーを活用し、有明

北地区や青海地区北側の開発を進めていく予定です。

今後も、多様な機能がバランスよく配置された、活力と魅力あふれる都市の形成を目指し、

職・住・学・遊の複合したまちづくりを進めてまいります。

東京都の行政計画における位置づけ 

東京都（以下「都」という。）は、平成２９年１０月、「都市づくりのグランドデザイ

ン」を策定しました。この計画は、２０４０年代に目指すべき東京の都市の姿とその実現

に向けた、都市づくりの基本的な方針と具体的な方策を示した行政計画です。 

この中で、臨海副都心は、国際的なビジネス・交流機能の強化・更新を図る国際ビジネ

ス交流ゾーンに位置付けられた、高密な道路・交通ネットワークを生かした中核的な拠点

であり、業務、商業、居住、教育、宿泊、ＭＩＣＥ関連施設などが高度にバランスよく集

積し、観光客やビジネスパーソン、研究者、留学生などでにぎわう拠点の形成を図ること

としています。

青海地区南側のまちづくり 

青海地区南側は、「研究開発・産業創生のまち」の形成を図るエリアとして位置づけてお

り、様々な研究施設や情報発信施設が集積しています。

今後も、こうした施設の集積や、国内外から集まる研究者等が滞在する宿泊施設、国際会

議や展示会の開催にも対応した多目的ホールや多様なニーズに応えられる業務スペース等の

研究開発やビジネスを支援する機能の整備を誘導していきます。

本公募では、上記の方針に沿って、臨海副都心のまちづくりに参加していただく民間事

業者の「創意工夫のある事業提案」をお待ちしています。
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本公募要項における用語の説明 

用語 説明 

Ａ．Ｐ． 荒川工事基準面のことで、東京湾平均海面－１．１３４４ｍを指す。 

ＳＰＣ

資産の流動化に関する法律（平成１０年法律第１０５号）第２条第３

項に規定する特定目的会社など、資産の証券化等を行う目的で設立さ

れた法人 

応募者
本公募要項に定める手続を経て応募の受付を完了した企業等又は複数

の企業等による企業グループ 

企業等
会社法に基づく会社や医療法に基づく医療法人等、法人格を有する全

ての法人並びに個人事業者 

事業予定者
本公募要項に基づく審査等を経て、公募対象区画の開発事業者として

決定した応募者 

進出事業者 事業予定者のうち、本契約を締結した者 

長期貸付

建物の所有を目的とする土地の賃借権（借地借家法（平成３年法律第

９０号）第２条第１号に定める借地権に係るもの）を設定し、土地の

貸付を行う方式 

本契約 本公募要項に基づき締結する土地売買契約又は土地賃貸借契約 

臨海副都心まちづく

り推進計画

平成９年３月に策定された、臨海副都心のまちづくりの基本的な考え

方を示す行政計画 

【掲載先ＵＲＬ】 

http://www.kouwan.metro.tokyo.jp/jigyo/plan/rinkai-

plan/index.html 

臨海副都心まちづく

りガイドライン

「臨海副都心まちづくり推進計画」に基づき、臨海副都心全体につい

て開発誘導の基本的事項を示すガイドライン。本公募要項においては

平成２８年７月の改定版を指す。 

【掲載先ＵＲＬ】 

http://www.kouwan.metro.tokyo.jp/jigyo/plan/rinkai-

guideline/index.html 

臨海副都心における

土地利用計画等の一

部見直し

「臨海副都心まちづくり推進計画」について、開発の進捗状況や環境

変化を踏まえて、土地利用等について必要な見直しを行ったもの。 

【掲載先ＵＲＬ】 

http://www.kouwan.metro.tokyo.jp/jigyo/plan/rinkai-

ichibuminaoshi/index.html 

※見直しの時期により表題が異なるが、本公募要項においては左記の

呼称に統一する。 
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２ 公募の概要 

（１）公募対象区画 

※記載の容積率及び建築物等の高さは、地区整備計画に定める際の上限であり、今後都市計画で定めます。

詳細は、５６ページから６０ページの公募対象区画の現況、案内図及び明細図を参照し

てください。 

なお、公簿面積での売却又は貸付となるため、事業予定者が実測した結果、公簿面積と

差異が生じた場合でも、売買代金等の精算は行いません。 

（２）応募の方式 

   売却方式又は長期貸付方式のいずれかを選択することができます。

（３）事業予定者の決定方法 

   応募者の提案内容を審査し、事業予定者を決定します。

（４）事業内容に関する主な条件 

  ア 臨海副都心開発の基本方針である「臨海副都心まちづくり推進計画」（平成９年３月）

（以下「臨海副都心まちづくり推進計画」という。）、「臨海副都心における土地利用

計画等の一部見直し」（平成１８年から同２８年）（以下「臨海副都心における土地利

用計画等の一部見直し」という。）及び「臨海副都心まちづくりガイドライン－２０１

６改定－」（平成２８年７月）（以下「臨海副都心まちづくりガイドライン」という。）

並びに本公募要項に適合したものとすること。 

  イ 事業の継続性及び安定性に十分に配慮すること。 

（５）契約に関する主な条件 

ア 土地の引渡し時期 

  当該区画は、東京２０２０大会の関連用地として利用予定のため、土地の引渡しは同

大会終了以降（平成３２年１１月以降の予定）になります。

イ 土地価格等 

土地価格等は応募者が提案した価格とします。 

売却方式の場合は売却価格、長期貸付方式の場合は権利金の額を提案することとし、

提案額は、以下に示す最低価格（売却価格及び権利金）を上回るものとします。

なお、最低価格（売却価格及び権利金）は、平成３０年９月１日時点の土地評価額 

であり、実際の取引には契約直前に評価した土地評価額が適用されます（契約時期は平

所在地 江東区青海二丁目３８番６（青海Ｃ２区画）

面 積 ５，１８６㎡（公簿面積）

土地利用計画 業・商複合用地

容積率 ５００％

建築物等の高さ Ａ．Ｐ．＋１１０ｍ程度以下
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成３２年１０月以降を予定）。 

提案額が、契約直前に評価した売却価格又は権利金の額を下回った場合は、契約直前

に評価した売却価格又は権利金の額を採用します。 

また、長期貸付方式の場合の貸付料は、採用される権利金の額をもとに算定します。 

応募方式 最低価格（青海Ｃ２区画）

売却方式 売却価格 ４，２４３，２００，０００円

長期貸付方式

権利金 ２，１２１，６００，０００円

貸付料 月額単価 ６，３８５，２００円
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（６）応募から契約までの手順 

注１ 区画ごとに、応募申込みのあった日からおおむね１か月後に終了します。受付終了日については、東京都港湾局ホームページ等

で周知します。

注２ 当該区画は、東京２０２０大会の関連用地として利用予定のため、土地の引渡しは同大会終了以降（平成３２年１１月以降の予

定）になります。

注３ 注２のとおり土地の引渡し時期に制限があるため、都市計画決定前に本契約を締結できるかは、事業予定者決定の時期によりま

す。

注１

↓

↓

↓

↓

↓

↓

↓

↓

↓

↓

↓

予 約 契 約 の 締 結

実 施 案 の 策 定

土 地 売 買 契 約 の 締 結

又 は

土 地 賃 貸 借 契 約 の 締 結

地区整備計画の都市計画決定

都 市 計 画 決 定 前 に

本契約を締結する場合 注３

↓

↓

↓

↓

↓

↓

↓

↓

↓

↓

地区整備計画の都市計画決定

土 地 売 買 契 約 の 締 結

又 は

土 地 賃 貸 借 契 約 の 締 結

土 地 の 引 渡 し

都 市 計 画 決 定 後 に

本契約を締結する場合

↓

↓

↓

公 募

応 募 申 込 み

公 募 対 象 区 画 の 受 付 終 了

審 査

事 業 予 定 者 の 決 定

注１

土 地 の 引 渡 し

予 約 契 約 の 締 結

実 施 案 の 策 定

注２

注２
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３ 応募の資格等 

（１）応募の資格 

  次の全ての項目を満たしている必要があります。 

なお、複数企業等によるグループで応募される場合は、その全ての構成企業について、

次の全ての項目を満たしている必要があります。 

ア 法令等を遵守した経営を行うとともに、公正で誠実な企業倫理に基づく事業活動を

行っている企業等であること。

イ 都の実施する臨海副都心のまちづくりについて、その趣旨を尊重し、協力する企業等

であること。

ウ 提案する事業内容を確実に遂行できる十分な資力、信用等を有する企業等であること。

エ 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第１項の規定に該当す

る者でないこと。 

オ 無差別大量殺人行為を行った団体の規制に関する法律（平成１１年法律第１４７号）

第８条第２項第１号の処分を受けている団体及びその役職員又は構成員（以下「「オに

掲げる団体等」という。）でないこと。 

カ 東京都暴力団排除条例（平成２３年東京都条例第５４号）第２条第２号に規定する暴

力団及び同条第４号に規定する暴力団関係者（以下「カに掲げる暴力団等」という。）

でないこと。 

キ オに掲げる団体等及びカに掲げる暴力団等から委託を受けた者並びにオに掲げる団体

等及びカに掲げる暴力団等の関係団体及びその役職員又は構成員でないこと。 

ク 東京都契約関係暴力団等対策措置要綱（昭和６２年１月１４日付６１財経庶第９２２

号）第５条第１項に基づく排除措置期間中の者でないこと。 

ケ 東京都競争入札参加有資格者指名停止等措置要綱（平成１８年４月１日付１７財経総

第１５４３号）に基づく指名停止期間中の者でないこと。

コ 応募申込みをした日から過去１年間の法人税、消費税又は法人事業税を滞納している

者でないこと。 

サ 提案する事業が、臨海副都心開発の基本方針である「臨海副都心まちづくり推進計

画」、「臨海副都心における土地利用計画等の一部見直し」及び「臨海副都心まちづく

りガイドライン」並びに本公募要項に記載する土地利用計画に適合していること。

シ 提案する事業が、事業の継続性及び安定性に十分に配慮されていること。

（２）ＳＰＣを活用した事業スキーム 

ＳＰＣ（特別目的会社）を活用した事業スキームを組む予定の応募者は、次の全ての

項目を満たすことが必要となります。

応募に当たっては、必ず代表企業を選任し、その代表企業が手続を行ってください。

代表企業は次の全ての項目を満たす必要があります。

また、ＳＰＣの管理運営に係る中核事業者（資産の管理及び処分に係る業務を行う者

等）は、事業者決定後、「本契約に係る管理・運営計画等に関する覚書」を都と締結す

る必要があります。
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《ＳＰＣ》

ア 公募対象区画の権利を取得し、開発型証券化を目的とするＳＰＣであること。

イ 応募時にＳＰＣが組成されていない場合は、次の条件を同時に満たすこと。

① 予約契約締結前にＳＰＣを組成すること（予約契約及び本契約は、同一のＳＰＣが

契約者となります。）。

② 応募時に、事業予定者の地位をＳＰＣに承継することを、事業計画等で明らかにす

ること。

③ ＳＰＣへの出資者となること（ただし、応募者の全員が出資者となる必要はありま

せん。）。

《代表企業》

ア ＳＰＣへの出資者であること。

イ 公募対象区画に係る信託受託予定者でないこと。

ウ 将来に渡り、都の実施する臨海副都心のまちづくりについて、その趣旨を尊重し、協

力すること。

エ 代表企業の地位を辞する際には、本要件を充足する代表企業を新たに選任すること。
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４  公募対象区画に関する条件等

（１）土地利用に関する条件 

施設の用途や機能は、「都市づくりのグランドデザイン」等の都の行政計画を十分に

踏まえ、「臨海副都心まちづくり推進計画」、「臨海副都心における土地利用計画等の

一部見直し」、「臨海副都心まちづくりガイドライン」に定める区域別の土地利用方針

に適合し、当該区域及び臨海副都心の発展に寄与するものとしてください。

《青海地区南側の土地利用方針（概要）》

青海地区南側は、「研究開発・産業創生のまち」の形成を図るエリアとして位置づけて

おり、様々な研究施設や情報発信施設が集積しています。

今後も、こうした施設の集積や、国内外から集まる研究者等が滞在する宿泊施設、国際

会議や展示会の開催にも対応した多目的ホールや多様なニーズに応えられる業務スペース

等の研究開発やビジネスを支援する機能の整備を誘導していきます。

《公募対象区画の土地利用計画》

公募対象区画（青海Ｃ２区画）の土地利用計画は、業・商複合用地となります。

また、５６ページの「公募対象区画の現況」も確認してください。

（２）都市計画変更手続 

公募対象区画は「臨海副都心青海地区地区計画」の区域になっています。

事業予定者は、「東京都再開発等促進区を定める地区計画運用基準（東京都都市整備

局）」に基づき、都及び関係機関と協議の上で企画提案書を作成し、都及び江東区が行

う都市計画決定手続に協力する必要があります。

また、事業予定者が企画提案書を作成する際には、「臨海副都心まちづくり推進計

画」、「臨海副都心における土地利用計画等の一部見直し」及び「臨海副都心まちづく

りガイドライン」に適合した施設の整備計画が必要となります。

なお、３ページの「２（１）公募対象区画」に記載した容積率を超える容積率の最高

限度を企画提案することはできません。

（３）建築に関する条件

「臨海副都心まちづくりガイドライン」の他、上記「４（２）都市計画変更手続」及び

以下によります。

ア 緑豊かな環境の形成 

周辺のまちづくりと連携した水と緑のネットワークを形成すべく、建築物との調和を

図りながら緑豊かな環境を形成し、敷地内を積極的に緑化してください。 

緑化率については、対象とする敷地面積の４０％以上とし、地上部（特に接道部）の

緑化を優先的に確保するなど、「臨海副都心まちづくりガイドライン」に基づき緑化を

行ってください。

緑化率の算定における緑化面積は、「東京における自然の保護と回復に関する条例」

（平成１２年東京都条例第２１６号）第１４条第１項に基づく緑化計画書の地上部及び

建築物上の緑化面積に算入できる部分の面積を基本とします。
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対象とする敷地面積は、敷地面積から以下の安全上・衛生上・環境上、屋上緑化がで

きない部分又は周辺地域の都市基盤・環境に寄与する施設の部分を控除した面積としま

す。

《控除部分》

ソーラーパネル等の自然エネルギー関連設備、トップライト、ヘリポート、管理用

階段、給配水設備、避雷設備、ビルクリーニング設備の部分及び公共公益上設置す

る必要がある施設等の部分

また、その他遵守すべき緑化に関連する条例等についても、それぞれ定められた緑化

に関する基準(※)を満足した緑地を確保してください。 

※ 都が策定した「新しい都市づくりのための都市開発諸制度活用方針（東京都都市整備局）」で定め

られている緑化の基準及び「公開空地等のみどりづくり指針（東京都都市整備局）」並びに江東区が

策定した「江東区みどりの条例」（平成１１年江東区条例第３６号）で定められている緑化の基準等 

イ 美しい都市景観の創出

周辺と調和し、地域のイメージ向上に寄与する魅力的な都市景観を創出する計画とし

てください。

また、地上及び高層階からの景観に配慮し、駐車場・駐輪場はできる限り地下ないし

人工地盤の下部、あるいは建物内におさめてください。

ウ オープンスペースの整備

周辺の土地利用、歩行者動線等に十分留意し、広場状の空地、歩行者用通路等のオー

プンスペースを適切に整備してください。

道路境界からの壁面後退により生み出される空地には、道路の歩道と一体となった外

部空間（歩道状空地）を創出してください。

（４）まちづくりへの貢献 

事業計画や建築計画の策定に当たっては、都の推進する各種施策に資する取組や、に

ぎわいの創出など地域全体の活性化が見込まれる取組等について、創意工夫のある提案

を期待しています。

《期待する取組例》

・ＭＩＣＥ・インバウンドを意識した国際化を目指した取組

・臨海副都心の来訪者・就業者を増加させる取組

・地域の回遊性向上に資する取組

・臨海副都心への来訪者や就業者の利便性・快適性向上に資する取組

・地域の都市環境向上に資する取組

（省エネルギー対策、再生可能エネルギーの使用、クールスポットの創出等の

 暑さ対策など）

・地域の防災・安全性向上に資する取組

（地域の防災・防犯活動への協力、防災備蓄倉庫の整備、帰宅困難者対策、

夜間照明など）
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・地域の駐車場対策に資する取組

（入居者以外の駐車場需要（大型バス含む。）への対応など）

（５）共同溝の利用

ア 共同溝利用義務 

    地域冷暖房、ごみ管路収集システム、情報通信、上中水道、電気、ガス及び電話は、

臨海副都心地域内に敷設された共同溝内の管路及びケーブル類を利用しなければなりま

せん。 

イ 洞道の設置等 

    公募対象区画には、共同溝取出口が整備されており、この取出口からの管路及びケー

ブル類の宅地内への取り出し方法は洞道形式によります。洞道の宅地内への取り出しは、  

進出事業者が整備するとともに管理保全に当たり、これに要する費用は進出事業者の   

負担となります。 

    洞道の設置に当たっては、「臨海副都心宅地内洞道整備指針」及び「東京港の埋立地

における液状化対策のための技術資料」を遵守しなければなりません。 

なお、共同溝取出口前面（区画内）には、共同溝整備時の仮設構造物（矢板等）が残

置されていますので、仮設構造物の撤去に際し、事前に都と協議してください。都の補

償方針に基づき補償します。 

ウ 共同溝の分岐 

同一区画内において、複数の進出事業者による複数の建築物を建設する場合は、宅 

地内で分岐が必要となることもあり、これに要する費用は進出事業者の負担となります。

また、分岐に伴う土地の権利関係、洞道及び管路等の管理方法及び費用の分担につい

ては、進出事業者間で別途調整する必要があります。

（６）土壌及び地中障害物 

ア 土壌

公募対象区画については、土地造成と利用履歴から人為的な土壌汚染の恐れは考え

にくいため、都における土壌調査は実施しません。

しかし、水底土砂により埋め立てられた経緯から、自然的原因による物質が土壌に

含まれている可能性があります。進出事業者が行った土壌調査により、「都民の健康

と安全を確保する環境に関する条例施行規則」（平成１３年東京都規則第３４号）に

定める処理基準を超える物質が検出された場合には、土地の形質変更を行う前に都と

協議してください。進出事業者が土壌の処分が必要となった場合、都の補償方針に基

づき補償します。

イ 地中障害物

公募対象区画に地中障害物が埋存している可能性があります。

それにより進出事業者の建築物の建設に支障が生じる場合には、事前に都と協議し

てください。地中障害物の存在により、通常の建設工事等に比して建設費用が増加し

たと認められる場合には、都の補償方針に基づき補償します。
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ウ 補償内容について

補償については、都の定める設計基準、積算基準、単価表及びその他の資料をもと

に、都が埋め立てた範囲において補償額を算定するため、必ずしも、買受者の見積額

を全額補償するものではありません。

また、地中障害物や土壌の処理に伴う工事の中止や工期の延伸によって生じた損失

に係る経費は補償の対象外であり、また営業補償も行いません。詳細はお問合せくだ

さい。

（７）残置管の撤去 

当該地には、汚水・雨水・水道・電気・ガス等の残置管が埋存している可能性があり

ます。既に存在を確認している残置管については、都において撤去工事を実施するなど

の対応を行います。

なお、その他未確認の残置管については、１０ページの「４（６）イ 地中障害物」に

よるものとします。詳細はお問合せください。
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Ⅱ 応募申込み及び事業予定者の決定 

１ 質疑の受付、事前相談及び応募の受付 

（１）質疑の受付 

応募の方法や公募対象区画の概要などについて質問がある場合は、以下の受付期間内に

別添「様式集」の（様式６）により提出してください。

なお、提案内容に関する質疑は受け付けません。

ア 質疑事項の提出方法

質疑事項について要旨を簡潔にまとめた上、様式により、電子メールにて提出先に提

出してください（メールを送信する際の件名を「質疑書の送付（青海Ｃ２区画）」とし

てください。）。電子メールの受信を確認後、受信確認のメールを返信いたします。

また、受付窓口への持参も可能です。持参する場合は、事前に御連絡ください。

なお、電話、郵送での受付は行いません。

イ 質疑への回答

受け付けた質疑に対する回答は、受付終了後、おおむね３週間後に、東京都港湾局

ホームページに掲載します。

また、以下の受付窓口にて、閲覧が可能です。

回答に当たっては、質疑者の企業名等は公表いたしません。

なお、質疑者の特殊な技術、ノウハウ等に係る事項、質疑者の権利、競争上の地位そ

の他正当な利益を害する恐れのあるものと認めたものについては、個別に回答すること

もあります。

また、意見の表明と解されるものについては回答しないことがあります。

質疑受付の日時・場所

【受付終了】

① 受付期間

平成３０年１月１０日（水） ９時００分から

平成３０年１月１２日（金）１７時００分まで

② 提出先

S0000522@section.metro.tokyo.jp

※ 質疑の受付は終了しました。

質疑への回答は、港湾局ホームページに掲載して

います。また、以下の窓口で閲覧が可能です。

 東京都新宿区西新宿二丁目８番１号

   東京都庁第二本庁舎９階中央

    港湾局臨海開発部誘致促進課誘致担当

     電話 ０３(５３２０)５５８３ 
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（２）事前相談 

簡易な誤りや応募を希望する事業者の錯誤等を未然に防止するため、平成３０年２月

５日（月）以降、事前の相談を受け付けます。公募要項の内容及び「臨海副都心まちづ

くりガイドライン」の内容等で御不明な点はお問合せください。

なお、提案内容の水準を高めることを目的としておりませんので、そのような相談に

は応じられません。

受付窓口での対応のみといたします。御来庁の際は、事前に御連絡ください。

事前相談の日時・場所

① 日時

 平成３０年２月５日（月）以降

土曜日、日曜日、祝日及び年末年始を除く。

   ９時３０分から１１時３０分まで

  １３時３０分から１７時００分まで

② 場所

 東京都新宿区西新宿二丁目８番１号

 東京都庁第二本庁舎９階中央

  港湾局臨海開発部誘致促進課誘致担当

   電話 ０３(５３２０)５５８３

（３）応募受付 

応募を希望する事業者は、公募保証金の納入と、１４ページの「１（３）エ 提出書類」

に記載する各種書類の提出が必要となります。 

ア 提出書類等の事前確認 

６ページの「３ 応募の資格等」を満たさないと都が判断した場合、応募受付ができ

ないことがありますので、提出書類について必ず事前に都の確認を受けてください。応

募の資格等を満たすと確認できた場合に、公募保証金の納付書を交付します。

事前確認の受けられる日時・場所は、上記「１（２）事前相談」の日時・場所と同じ

です。 

イ 応募受付

   平成３０年３月２０日（火）から、応募受付を開始します。 

なお、最初の応募申込みのあった日から、おおむね 1 か月後に受付を終了します。

受付終了日については、東京都港湾局ホームページや東京都公報で周知します。 

応募受付の日時・場所

① 日時 

平成３０年３月２０日（火）以降

土曜日、日曜日、祝日及び年末年始を除く。

９時３０分から１１時３０分まで

  １３時３０分から１７時００分まで
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※受付時には、提出書類の確認等のため、１時間程度の

時間を要します。あらかじめ御了承ください。

② 場所 

東京都新宿区西新宿二丁目８番１号

  東京都庁第二本庁舎９階中央

   港湾局臨海開発部誘致促進課誘致担当

電話 ０３(５３２０)５５８３

   ウ 公募保証金

応募を希望する事業者は、公募保証金を都が交付する納付書により、応募申込み時

までに都に預託しなければなりません。

    公募保証金は、売却方式を希望する場合は４ページの最低価格に示した売却価格のお

おむね１％、長期貸付方式を希望する場合は、同様に貸付料月額単価のおおむね２月分

にそれぞれ相当する以下に示す金額となります。

    事業予定者となった者の公募保証金は、２６ページの「１（２）予約契約及び予約保

証金」に定める予約保証金預託後に返還します。

また、事業予定者とならなかった者の公募保証金は、事業予定者の決定後、返還し

ます。

    なお、預託された公募保証金に利子は付しません。

応募方式
公募保証金

（青海Ｃ２区画）

売却方式 ４２，４４０，０００円

長期貸付方式 １２，７８０，０００円

※ 複数企業等のグループで応募した場合でも、一括して納付していただきます。

構成企業ごとの分割納付は認めていません。

  エ 提出書類

    応募を希望する事業者は、応募受付開始以降に次の書類を持参してください。

なお、提出書類の詳細は２０ページの「４ 応募申込時に提出する書類」を参照して

ください。

提出書類

① 応募申込書

② 公募保証金支払領収書

③ 提案概要

④ 事業計画

⑤ 資金・収支計画

⑥ 建築概要

⑦ 建築図面等

⑧ 建築計画の提案内容
⑨ 臨海副都心まちづくりガイドライン チェックリスト

⑩ 土地価格等提案書

⑪ 応募者に関する資料
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  オ 使用言語及び単位

    応募に関する提出書類、調整及び契約等の言語は日本語、単位はメートル法を使用し

てください。

  カ 追加書類の提出及びヒアリングの実施

応募書類の提出後、必要に応じて追加書類の提出を求めることやヒアリングを実施

することがあります。

  キ 著作権及び特許権等

① 著作権

応募者から提出された応募書類等の著作権は、応募者に帰属します。ただし、都は、

事業予定者の公表その他において都が必要と認める用途に用いる場合、応募者の応

募書類等の一部又は全部を、将来にわたって無償で使用できるものとします。

     なお、応募者から提出された応募書類等は返却しません。

② 特許権等

応募者の提案内容に含まれる特許権、実用新案権、意匠権、商標権その他日本国の

法令に基づいて保護される第三者の権利の対象となっている事業手法、工事材料、

施工方法等を使用した結果生じた責任は、応募者が負うものとします。

  ク 費用負担

    応募に当たって必要な費用は、応募者の負担とします。

  ケ 公募要項の承諾

応募書類等の提出により、本公募要項の記載内容及び条件等を応募者が承諾したも 

のとみなします。

  コ 都からの提示資料の取扱い

都が提示する資料は、応募に係る検討以外の目的で使用することはできません。

  サ 複数提案の禁止

   応募者（複数企業等のグループで応募する場合は、その全ての構成企業）は、複数の

提案を行うことはできません。

 シ 構成企業の脱退及び新規加入について

   複数企業等のグループで応募する場合、全ての構成企業について６ページの「３ 応

募の資格等」を満たす必要がありますので、応募受付後の構成員への新たな企業の加入

及び構成企業の脱退は認められません。ただし、事業予定者の決定後においては、構成

企業の破産等、やむを得ない場合に限り、都の承諾により、当該企業の脱退及び代替企

業の新規参入を認めます。

なお、同一区画に応募した事業者については、当該代替企業として認められません。
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  ス 応募書類等の変更禁止

応募書類等の提出後は、応募書類等の変更はできません。ただし、疑義等があり都が

補正を求めた場合はこの限りではありません。

  セ 提案内容の公表等の禁止

応募者は、応募書類等の提出から事業予定者決定までの期間において、ホームページ、

広告、その他の媒体を通じて自らの提案内容を公表及び宣伝することはできません。

  ソ 応募書類作成上の注意点

① 応募書類は、２０ページの「４ 応募申込時に提出する書類」に示す所定の様式等及

びページ数で作成してください。「Ⅰ 事業計画編」及び「Ⅱ 建築計画編」について

は、それぞれＡ３版横左ホッチキス綴じとし、各ページの下中央に通し番号を付記し

てください。

② 文字は横書き、フォントは１０.５pt～１２ptを基本としてください。

③ 建築図面の作成に当たっては、都市計画法、建築基準法等の関連法令に適合する他、

以下の点に注意してください。

なお、模型等を持参されても受領できません。

・製図に関係する日本工業規格に従うこと。

・右下に図面名称を記入し、通し番号を付記すること。

・平面図には、主要な設備等を表現すること。

・Ａ３版横左ホッチキス綴じとすること。

④ 応募書類に不備がある場合は、原則として応募の受付ができません。

⑤ 必要に応じて、上記に準じる書類、電子データ及びその他資料を提出していただく

場合があります。

２ 事業予定者の決定

（１）事業予定者の決定方法 

   応募書類に基づき、外部有識者等で構成する選定委員会において、資格要件や提案内容

について、応募者に対するヒアリングを実施し、専門的・技術的な視点に基づいて審査し

ます。その後、東京都臨海地域用地管理運用委員会の審議を経て、事業予定者を決定しま

す。

   審査の結果、事業予定者としてふさわしい提案がないと評価したときには、「事業予定

者なし」とすることがあります。

詳細は、別添「審査基準」に記載のとおりです。

《審査方法》

応募書類に基づき、選定委員会において、資格要件や基本的事項を審査するとともに、

応募者等の資力・信用力、事業計画、建築計画、臨海副都心のまちづくりへの貢献及び土

地価格等の提案内容について、総合的に評価し、選定します。
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   ◆評価項目

ア 応募者の資格要件の審査

イ 提案の基本的事項の審査

ウ 提案内容の審査

① 応募者の経営状況、事業実績等に基づく資力・信用力

② 事業計画、資金・収支計画の健全性

③ 建築物の用途、配置計画、景観、安全対策、動線計画、オープンスペースの

整備、環境への配慮等の建築計画

④ 臨海副都心のまちづくりへの貢献

⑤ 土地価格等の提案価格

◆配点

なお、当該審査は別添「審査基準」により行うものであり、行政機関による審査とは

異なります。地区整備計画の策定、建築物の建設等に係る行政機関等への協議・申請、公

租公課の内容確認等は事業予定者自らが行ってください。

（２）審査結果 

   事業予定者は、公募対象区画の受付終了後、おおむね３か月以内に決定します。ただし、

決定までの期間を延長することがあります。

   なお、審査結果については、応募者全員に文書で通知します。

（３）事業予定者の公表 

   応募者数、事業予定者名及びその提案内容の概要については、公表します。

   なお、事業予定者以外の応募者名及び提案内容等については、当該応募者の不利益等を

考慮し、公表しません。

評価項目 配点

資力・信用力 ３０点

事業計画 ３０点

建築計画 ３０点

まちづくりへの貢献 ６０点

土地価格等 １００点
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３ 仲介成功報酬

（１）制度の概要

この制度は、臨海副都心への進出意欲をもつ企業等を都に紹介するとともに、契約締

結に向けて都に協力し、その結果、都と事業予定者との間で本契約が締結され売買代金

又は権利金が支払われた場合において、仲介業者に成功報酬を支払うものです。

（２）仲介対象用地

  本公募要項に定める公募対象区画とします。

（３）仲介業務の開始

仲介業務を行う場合は、最初の事前相談時に仲介業務を行う旨の表明をしていただき

ます。仲介業務を開始する場合は、別添「様式集」の（様式４）及び（様式５）により

届け出てください。最初の事前相談時に仲介業務を行う旨の表明がない場合、原則とし

て事業者による仲介業者の指定を認めません。 

（４）仲介業者の資格等

  仲介業者となるには、宅地建物取引業法（昭和２７年法律第１７６号）に定める宅地

建物取引業の免許が必要です。ただし、次に該当する者は仲介業者となることはできま

せん。 

ア 宅地建物取引業の業務停止命令を受けている者

イ 東京都議会の議員が、無限責任社員、取締役、監査役若しくはこれに準じる者又は

支配人を務めている者

ウ 都の職員が、無限責任社員、常勤取締役、常勤監査役若しくはこれに準じる者又は

支配人を務めている者

エ 地方自治法施行令第１６７条の４の規定に該当する者（入札に参加できない者）

オ 無差別大量殺人行為を行った団体の規制に関する法律（平成１１年法律第１４７号）

第８条第２項第１号の処分を受けている団体及びその役職員又は構成員 

カ 東京都暴力団排除条例（平成２３年東京都条例第５４号）第２条第２号に規定する暴

力団及び同条第４号に規定する暴力団関係者 

キ オ及びカに掲げる者から委託を受けた者並びにオ及びカに掲げる者の関係団体及びそ

の役職員又は構成員 

ク 東京都契約関係暴力団等対策措置要綱（昭和６２年１月１４日付６１財経庶第９２

２号）第５条第１項に基づく排除措置期間中の者

  ケ 東京都競争入札参加有資格者指名停止等措置要綱（平成１８年４月１日付１７財経総

第１５４３号）に定める指名停止期間中の者

コ その他、港湾局長が仲介業者として不適当と認める者

（５）報酬の額

  売買代金又は権利金に、下表の率を乗じて算定します（千円未満切捨て）。ただし、

報酬額は２億円を上限とします。
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売買代金の額又は権利金の額 乗 率

３０億円以下の部分 １５/１０００

３０億円を超え７０億円以下の部分 １０/１０００

７０億円を超える部分 ５/１０００

（６）その他

   その他、仲介制度については「臨海副都心用地の処分の仲介に関する要綱」によります。

詳細はお問合せください。
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４ 応募申込時に提出する書類

提出書類 記入上の注意事項 提出部数

応募申込書 ○ 所定の用紙（様式１） １部

公募保証金

支払領収書

○ 金融機関の領収印の押印された領収書を提出してくださ

い。領収書は複写後、返還します。
１部

提出書類 記入上の注意事項 提出部数

Ⅰ 事 業 計 画 編 ２０部

（ⅰ）提案概要（Ａ３横サイズ１～２枚程度 様式自由）

① 事業のコンセプト

② 事業の概要（主体となる施設及び附帯施設の用途、規模等事業内容の概略説明）

③ 事業スケジュール（開業までの概略スケジュール）

④ 資金・収支計画（開業までに要する概算費用等）

⑤ 建築計画の概要

⑥ まちづくりへの貢献の取組等、事業におけるアピールポイントや特徴

（ⅱ）事業計画（Ａ３横サイズ必要枚数 様式自由）

① 事業内容の詳細

導入する機能や開発のコンセプト、８ページの「４（１）土地利用に関する条件」と

の適合について記入してください。

自社が施設を使用する場合は、入居する機能、床面積、従業員数等について具体的に

記入してください。

自社以外が施設を使用する場合は、テナントの業種・事業内容、誘致の見込み、テナ

ントとの契約方式等について具体的に記入してください。

② 事業スケジュールの詳細

設計期間、建築工事期間及び大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号）等の

手続に必要とする期間、事業開始時期等を記入してください。

③ 運営計画・施設管理計画等

企業内等のグループで応募する場合には、事業実施におけるグループ内の役割分担に

ついて記入してください。

施設管理の方針や主体等について記入してください。

④ ＳＰＣを活用した事業スキームを組む場合、次の事項について記入してください。事

業スキーム図についても記載願います。

・ＳＰＣの概要〔名称、代表者、住所、資本金、出資者、設立年月（予定）、地位承継 

予定者との関係〕

・ＳＰＣの資産流動化計画に関する事項〔特定資産の内容、業務開始届出予定日、業

務開始日、資産の管理及び処分に係る業務の受託者との契約予定時期〕
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・資産の管理及び処分に係る業務の受託者に関する事項〔名称、代表者、実施する業

務の種類・内容、出資者〕

・資金調達〔優先出資・社債・借入金等の資金調達総額に対する割合（％）及びその予

定調達先〕

⑤ 事業におけるアピールポイント

臨海副都心のまちづくりへの貢献の取組等、事業計画において特にアピールしたい点

があれば記入してください。

（ⅲ）資金・収支計画（Ａ３横サイズ必要枚数 様式自由）

○ 事業内容により「本社等自社使用の施設」及び「本社等自社使用以外の施設（賃貸ビ

ル、商業施設等）」別の該当項目について記入してください。

「本社等自社使用の施設」 

① 事業費（開業までに必要とする費用） 

・設計企画費 

・建設工事費（建築工事費、設備工事費、備品工事費、外構工事費、その他関連工事

費、関連諸経費） 

・売買代金 

・税金（不動産取得税、登録免許税、その他） 

・開業費その他 

② 資金計画 

  「①事業費」の資金調達方法（借入金、自己資金等） 

「本社等自社使用以外の施設（賃貸ビル、商業施設等）」 

① 事業費（開業までに必要とする費用） 

・設計企画費 

・建設工事費（建築工事費、設備工事費、備品工事費、外構工事費、その他関連工事

費、関連諸経費） 

・売買代金 

・税金（不動産取得税、登録免許税、その他） 

・開業費その他 

② 資金計画（開業から３０年程度の総資金需要の調達計画（事業年度ごと）） 

・資金需要（事業費、借入金返済、運転資金等） 

・資金調達方法（出資金、自己資金（内部留保）及び借入金等） 

・資金過不足及び資金過不足累計 

・借入金、余剰金等残高の内訳 

③ 収支計画（開業から３０年程度の事業年度ごとの収入及び支出等） 

・収入（テナント収入、入場料収入、物品等販売収入、余剰金運用収入、受取利息

等） 

・支出（売上原価、その他経費、売買代金、賃借料、保険料、固定資産税、都市計画

税、事業所税、その他諸税、減価償却費、支払利息等） 

・税引前利益、所得税・住民税、税引後利益 

・計画策定に当たっての前提条件（稼働率、テナント賃料等の設定条件）  
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提出書類 記入上の注意事項 提出部数

Ⅱ 建 築 計 画 編 ２０部 

（ⅰ）建築概要（Ａ３横サイズ 様式自由）

○ 計画している施設内容及び規模等の概要（全体の面積や高さ等の建築概要、用途ごと

の面積、ゾーニング（配置計画）の方針等）について記入してください。

○ 施設計画策定に当たり、配慮した点、アピールしたい点等があれば、わかりやすく説

明してください。

○ 施設イメージ図等必要に応じて枚数を追加してください。

(ⅱ) 建築図面等（Ａ３横サイズ必要枚数 様式自由）※原則として縮尺１０００分の１以上とする。

・施設配置図

・各階平面図

・屋根伏図

・断面図

・立面図

・日影図（等時間、時刻別）

・透視図（建物完成イメージ図、緑化イメージ図）

○ 「臨海副都心まちづくりガイドライン」との整合について可能な範囲で明示してくだ

さい。

○ 地域冷暖房及びごみ管路収集システムの接続等について明示してください。

○ 透視図には、景観形成の方針について記載してください。

（ⅲ）建築計画の提案内容（Ａ３横サイズ必要枚数 様式自由）※複数項目で資料の兼用可能

○ 上位計画を踏まえた土地利用及び施設計画

「臨海副都心まちづくり推進計画」、「臨海副都心まちづくりガイドライン」等の上

位計画との整合性を記載してください。

○ オープンスペースの計画

次の事項について記入してください。

・歩道状空地、広場状空地等の敷地内のオープンスペースの計画

・壁面線の後退により生み出される空間の整備の計画

・屋内のオープンスペースを配置した場合はその計画

○ 交通処理計画・動線計画

次の事項について記入してください。

・発生集中交通量（従業員・来訪者数、自動車・公共輸送機関別の輸送分担予想）と交

通処理計画

・歩行者、車両及び自転車の動線計画、ネットワーク（バリアフリー対策含む。）

・駐車場の計画台数及びその算出根拠
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○ 緑化計画図

緑化の考え方（植栽配置の考え方や利用方法、効果等）を合わせて記載してくださ

い。

８ページの「４（３）ア 緑豊かな環境の形成」に基づき緑化面積及び緑化率を算定

し、記入してください。算定に必要な根拠を示す図面等を添付してください。

○ 環境への配慮

省エネルギー性能の向上、再生可能エネルギーの利用等、提案における環境への配

慮について記入してください。

ごみの減量やリサイクルへの取組についても記入してください。

○ 防災・安全対策

提案における防災・防犯・安全対策について記入してください。

（ⅳ）臨海副都心まちづくりガイドライン －２０１６改定－ チェックリスト（抜粋）（様式７）

○ 「臨海副都心まちづくりガイドライン」への適合を確認するため、チェックリストを

記入してください。

提出書類 記入上の注意事項 提出部数

Ⅲ 土地価格等の提案に関する資料

土地価格等提案書 ○所定の用紙（様式３） １部

○ 売却方式を選択する場合は売却価格、長期貸付方式を選択する場合は権利金の額を記

入してください。

○ 提案する売却価格及び権利金の額は、４ページの最低価格以上とします。

○ 必要事項を記入・押印し、土地価格等提案書提出用封筒に入れて封をして割印（実印

又は代理人使用印）の上、提出してください。
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提出書類 記入上の注意事項 提出部数

Ⅳ 応募者に関する資料

（ⅰ）宣誓書 ○所定の用紙（様式２） １部

○ 法令遵守の姿勢等について、宣誓してください。

（ⅱ）事業経歴書等（様式自由） ５部

① 事業経歴書

 （次の事項は必ず記入してください。）

・設立（創業）年月日

・資本金（出資総額）

・事業の内容

・主な実施事業種目、事業種目別の主な取扱品目

・サービス及び年間取扱高（数量及び金額）、事業所の所在地及び従業員数

② 営業案内書

・主な実施事業（製品及びサービス）に関する案内パンフレット、説明書

・業界事情及び業界における地位等に関する資料

③ 最近マスコミ（新聞、雑誌等）に掲載された自社に関する記事又は事業内容を理解す

る上で役に立つ文献等のリスト（新聞、雑誌名、掲載年月日、記事のタイトル）を掲

出してください。

また、自社の事業内容で、特にアピールしたい点があれば記入してください。

(ⅲ) 定 款 １部

○ 最新のもの

(ⅳ) 商業登記簿謄本 １部

○ 応募申込日前３か月以内に発行されたもの

(ⅴ) 印鑑証明書 １部

○ 応募申込日前３か月以内に発行されたもの

(ⅵ) 決算書 ２部

○ 過去３年分の有価証券報告書（届出書）

（有価証券報告書のない会社の場合は会社法（平成１７年法律第８６号）第４３５条第

２項に定める計算書類一式及び附属明細書）

○ 過去３年分の確定申告書の写し（勘定科目内訳書等を含む。）
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（ⅶ) 納税証明書 １部

○法人税、消費税及び法人事業税の滞納がないことを証明する書類（直近１か年分）を

提出してください。

（ⅷ) 預金残高証明書 １部

○ 応募申込日前１か月以内に発行されたものが必要です。

 （有価証券報告書により、十分な運転資金が認められる場合には不要です。) 

（ⅸ) 融資関心表明書 １部

○ 資金・収支計画で、借入資金がある場合は必要です。

○ 金融機関以外の融資を受ける場合は、融資者に関する資料を提出してください。

※ 「Ⅰ 事業計画編」、「Ⅱ 建築計画編」ごとに提出書類を左綴じでまとめ、表紙、目次をつけるとともに、 

各書類にページを付してください。表紙には事業者名及び希望区画を記入してください。 

※ 提出書類は、項目順に並べ、項目番号及び項目名を表示してください。 

※ 複数企業等のグループで応募する場合には、「Ⅳ 応募者に関する資料」の（ⅰ）～（ⅷ）の書類はグルー

プの全員分が必要となります。 

※ ＳＰＣを活用した事業スキームを組む予定の場合、事業スキーム図、ＳＰＣの出資構成表等、ほかに必要

となる書類が生じますので、必ず事前に御相談ください。 

※ 提出書類は、理由を問わず返却しません。 
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Ⅲ 土地売却又は貸付手続 

１ 予約契約の締結 

（１）予約契約の締結期限

  事業予定者は、事業予定者決定の日の翌日から起算して６０日以内に、都との間で土

地売買契約の予約契約又は土地賃貸借契約の予約契約（以下、両契約を「予約契約」と

いう。）を締結しなければなりません（期間内に本契約を締結する場合を除く。）。

期間内に予約契約の締結に応じなかった場合は、事業予定者としての資格を取り消し

ます。

   なお、事業予定者としての資格が取り消された場合は、公募保証金を返還しません。

（２）予約契約及び予約保証金

  予約契約は、「土地売買予約契約書（標準契約書）」又は「土地賃貸借予約契約書

（標準契約書）」によります。 

（３１～３３ページ又は４１～４３ページ参照） 

また、予約保証金を都が交付する納付書により、都の指定する期日までに預託しなけ

ればなりません。 

  予約保証金は、売却方式の場合は、土地価格等提案書に記載された売却価格のおおむ

ね５％、長期貸付方式の場合は、同様に土地価格等提案書に記載された権利金の額のお

おむね５％になります（百万円未満切上げ）。 

   予約保証金は、本契約締結後の売買代金又は権利金支払後に返還されます。 

なお、預託された予約保証金に利子は付しません。 

《予約保証金》（４ページの最低価格で提案し、事業者決定された場合） 

応募方式
予約保証金

（青海Ｃ２区画）

売却方式 ２１３，０００，０００円

長期貸付方式 １０７，０００，０００円

※複数企業等のグループで応募した場合でも、一括して納付していただきます。

構成企業ごとの分割納付は認めておりません。

２ 本契約の締結

（１）本契約の締結

事業予定者は、下記「(２) 実施案」で定める実施案を添付し、都との間で本契約を締

結するものとします。 

   本契約は「土地売買契約書（標準契約書）」又は「土地賃貸借契約書（標準契約書）」に

よります（３４～４０ページ又は４４～５２ページ参照）。 

（２）実施案

実施案は、事業計画及び建築計画等の骨子をまとめたものです。
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実施案は、事業予定者が応募案について都と協議の上、必要に応じて修正を加え、都の

承諾を得て策定するものとします。

 事業予定者は、この実施案に基づき事業を行わなければなりません。ただし、本契約を

締結するために都市計画決定前に実施案を策定する場合において、策定後の設計過程でや

むを得ない理由による内容変更が生じた場合は、それに応じます。

（３）管理・運営計画等に関する覚書

本契約締結当事者ではない事業者であっても、提案内容を実現する上で重要な役割を担

う中核事業者については、本契約時に買受者と共に管理・運営計画等に関する覚書を都と

締結する必要があります（中核事業者については、事業スキームに基づき個別に判断しま

す。）。 

３ 売却方式及び長期貸付方式の条件

（１）基本条件

ア 土地処分方式の選択

応募申込書提出時に、売却方式又は長期貸付方式のいずれかを選択してください。

応募申込受付後の変更は原則としてできません。

イ 土地価格等

土地売買契約に係る売却価格、土地賃貸借契約に係る権利金の額は、土地価格等提

案書に記載された額となります。

ただし、土地価格等提案書に記載された額が、契約を行う直前で評価した売却価格

又は権利金の額を下回ったときは、契約直前で評価した売却価格又は権利金の額を適

用します。

なお、貸付料月額は適用する権利金の額をもとに算定します。

ウ 土地の引渡し時期 

  公募対象区画は、東京２０２０大会の関連用地として利用予定のため、土地の引渡し

は同大会終了以降（平成３２年１１月以降の予定）になります。 

エ 契約上の主な特約 

事業予定者は、次の事項を遵守しなければなりません。 

   ＜売却・長期貸付方式共通＞ 

① 実施案に基づき、建築物等の建築及び事業経営等を行うこと。 

② 本契約に定める日までに、建築物をしゅん工すること。 

③ 地域冷暖房、ごみ管路収集システム、情報通信、上中水道、電気、ガス及び電話

は臨海副都心地域内に布設された共同溝施設を利用すること。 

④ 建築物全体としてのごみの再利用資源化システムを築き、有価物の積極的な回収     

を図ること。 

⑤ 一般社団法人東京臨海副都心まちづくり協議会に入会し、広告協定を遵守するこ

と。 
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 ＜売却方式＞ 

⑥ 指定期間（所有権移転の日から１０年間。以下同じ。）内においては都の承諾を

得て、指定期間後においては、所有権移転前に都に通知することで、土地の所有権

を移転することができる。この場合、都、進出事業者及び土地を転売する相手との

間で、都が事業予定者との間で締結する土地売買契約書を承継し、新たに覚書を締

結することが条件となります。 

⑦ 指定期間内においては、この土地に地上権、質権、使用貸借による権利又は賃貸

借その他の使用及び収益を目的とする権利を設定しないこと。ただし、あらかじめ

都の承諾を受けたときは、この限りではありません。 

⑧ 指定期間内においては、土地の上の建築物を譲渡し、又は区分所有を目的とする

権利を設定しないこと。ただし、あらかじめ都の承諾を受けたときは、この限りで

はありません。 

⑨ 指定期間内においては、①、②、⑤、⑥、⑦、⑧及びその他契約に定める事項に

違反した場合には、都は売却地を買い戻すことができ、所有権移転登記を行う際に

買戻し特約を登記します。ただし、事業予定者からの申出に対して、都が承諾した

場合には、所有権移転の日から１０年を経過する前に、登記された買戻し特約を解

除することもあります。 

   ＜長期貸付方式＞ 

⑩ 建築物を新築又は増改築しようとするときは、あらかじめ都の承諾を受けること。 

⑪ この土地の賃借権を譲渡し、又はこの土地を転貸しないこと。 

⑫ この土地の賃借権に担保権その他の使用及び収益を目的とする権利を設定しない

こと。 

⑬ この土地の上の建築物を譲渡しないこと。 

⑭ この土地の上の建築物を区分所有権の目的としないこと。 

⑮ 上記⑪から⑭の事項については、あらかじめ都の承諾を受けたときはこの限りで

はありません。 

（２）売却方式の条件

ア 売買代金 

土地価格等提案書に記載された額となります。

ただし、土地価格等提案書に記載された額が、契約を行う直前で評価した売却価格

を下回ったときは、契約直前で評価した売却価格を適用します。

イ 支払条件 

    売買代金は、本契約締結後、都が交付する納入通知書により、都の指定する期日まで

（本契約締結の日から１か月以内）に納付するものとします。ただし、売買代金を一時

に納付することが困難であると認められるときは、５年以内の期間において分割して納

付することができます。

    なお、複数企業等のグループで応募した場合でも、一括して納付していただきます。

構成企業ごとの分割納付は認めていません。
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ウ 土地の引渡し 

売買代金の支払の後、所有権が移転したときに現状のまま土地の引渡しがあったも

のとします。

また、側溝、フェンス等土地に定着する工作物も同時に引き渡すものとします。 

エ 所有権移転登記等 

都は、所有権移転後、事業予定者の所有権移転登記の請求に基づき、所有権の移転

及び買戻特約の登記を嘱託するものとします。

なお、所有権の移転登記に要する費用は事業予定者の負担となります。

（３）長期貸付方式の条件

ア 貸付期間 

３０年（契約の更新も可能です。） 

イ 借地権割合 

１００分の５０ 

ウ 権利金 

土地価格等提案書に記載された額となります。

ただし、土地価格等提案書に記載された額が、契約を行う直前で評価した権利金の

額を下回ったときは、契約直前で評価した権利金の額を適用します。

エ 貸付料（月額） 

適用した権利金の額をもとに算定します。 

オ 貸付料の改定 

原則として、３年に一度改定します。 

新たな貸付料は、都が都の基準により評価した額となります。 

初回の賃料改定時期は都が定めます。 

カ 権利金及び貸付料の支払条件 

① 権利金は、本契約締結後、都が交付する納入通知書により、都の指定する期日まで

（本契約締結の日から１か月以内）に納付するものとします。ただし、東京都臨海地

域開発規則（平成１３年東京都規則第８０号）に基づき、都が特別の理由があると認

めたときは、５年以内の期間において分割して納付することができます。

なお、複数企業等のグループで応募した場合でも、一括して納付していただきます。

構成企業ごとの分割納付は認めていません。

② 貸付料の支払は、都が交付する納入通知書により、次のとおり年４回定期的に支払

うものとします。

なお、権利金及び貸付料の支払が遅れた場合には、延滞金を徴収します。
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支 払 区 分 支 払 期 限 

４月～６月分   ５月末日 

７月～９月分   ８月末日 

１０月～１２月分 １１月末日 

１月～３月分   ２月末日 

   キ 土地の引渡し 

    権利金の支払のあった日の翌日に、現状のまま引渡しがあったものとします。 

    また、側溝、フェンス等土地に定着する工作物も同時に引き渡すものとします。 

  ク 公正証書の作成 

    本契約締結後、事業予定者の負担において公正証書を作成するものとします。 

ケ その他 

① 賃借権に対して担保権その他の使用及び収益を目的とする権利を設定することはで

きません。

② 賃借権の登記を行うことはできません。

③ 貸付条件等については、本公募要項に定めるもののほか、借地借家法及び都の関係

規程等に定めるところによります。

④ 長期貸付方式により事業を開始した後で、底地の購入要望がある場合には都へ協議

を行ってください。

なお、底地の売却に際しては、原則として売却方式による条件と同等の条件を付す

こととなります（時期により、条件は一部変更となることがあります。）。


